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小学校社会科における 

情報活用の実践力の育成を目指した指導法の開発 
―児童が思考過程を意識しながら協働的に資料の整理、解釈を

行う学習を通して― 

大澤	 幸展  
千葉大学教育学部委託研究生	  

 
 

	 情報活用の実践力の向上を目指して、小学校第 5学年の社会科「水産業のさかんな地域」で、「思考過程を意
識させた学習」と「協働的に情報の整理・解釈を行う学習」を組み合わせて学習したクラスとどちらか一方のみ

に取り組んだクラスとにわけ授業を実施した。そして、新たに開発した情報活用の実践力を測る尺度をもとに作

成した質問紙を用いて、本単元の事前と事後の時期において調査を実施した。その結果、「思考過程を意識させ

た学習」と「協働的に情報の整理・解釈を行う学習」を組み合わせて学習したクラスの児童とどちらか一方のみ

に取り組んだクラスの児童ともに事前よりも事後の方が尺度の平均点が高く、有意な差があった。また、学力の

下位層に対して、特に効果的な指導法であった。 
	 キーワード：情報活用の実践力、尺度、社会科、水産業、思考、協働的 

 
 

1.	問題の所在	

	

2008 年に告示された現行の小学校学習指導要領は、
変化の激しい社会に対応するために、「生きる力」を育

成することを理念として掲げ、言語活動を通して思考

力・判断力・表現力を育成することに重点を置いている。	

全国学力・学習状況調査の結果1や PISA調査の結果2

から、基礎的・基本的な知識・技能の習得については、

全体としては、一定の成果が認められるとしながらも、

学力の下位層の割合がトップレベルの国と比較して多

いことや、解釈や関係づけるといった思考力・判断力・

表現力等を問う問題や記述式の問題に課題があること

が指摘されている。	

	 文部科学省（2011）が公表した「教育の情報化ビジ
ョン」では、「情報活用能力」を「知識・技能を活用し

て行う言語活動の基盤となるもの」として位置づけてい

る。ところが、言語活動を授業に取り入れるものの、そ

れ自体が目的化され、「本来の趣旨である思考力・判断

力・表現力等の育成に至っていない」という課題も少な

からず指摘されている3。また、文部科学省は 2013 年
10月から 2014年 1月にかけて、「情報活用能力に関す
る調査」4を実施した。その結果、整理された情報を読

み取ることはできるが、特定の情報を見つけ出し、関連

づけることや情報を整理し、解釈することや、受け手の

状況に応じて情報を発信することに課題があることが

明らかになっている。そこには、子どもが得た情報を十

分に活用できていない、または、どのように情報を活用

したら良いのかわからないといった問題があると考え

られる。また、それは、情報の活用方法を十分に指導で

きていない、どのように指導したら良いのかわからない

という指導者側の課題と直結する。	 	

	 情報教育はカリキュラム上、小学校においては、各教

科等を通じて行われている。堀田ら（2012）が、「各教
科に教育内容が分散した形の教育課程では、情報教育の

目標が十分に達成されにくい状況がある」と指摘してい

るとおり、各教科等にはそれぞれ固有の目標があり、情

報教育の目標との整合性を十分に検討したうえで、指導

内容や方法を吟味し、授業に臨む必要がある。すなわち、

各教科等に分散されている情報活用能力が転移可能な

ものとして統合されるためには、各教科等での指導が極

めて重要である。したがって、情報教育に対する責任の

所在を明確にし、どのような形で行っていくのかを示す

必要がある。	

	 これまで情報活用能力を育成する視点から多くの研
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究が行われてきたが、それらの多くは、総合的な学習の

時間や国語科が中心5であり、それ以外の教科等ではあ

まり行われていない。カリキュラム上、情報教育の内容

が、各教科等に分散していることを考慮すれば、他教科

等でも行うべきものである。また、次期学習指導要領の

改訂に向けて出された論点整理6では、「どのように教え

るか」という教師側の視点からではなく、「どのように

学ぶか」という学習者側の視点から授業をつくることが

重視されており、総合的な学習の時間や国語科以外の教

科等でも情報活用能力の視点から授業づくりを行うこ

とが必要である。	

		

2.	研究の目的	

	

	 以上のような問題意識を踏まえ、先行研究から情報

活用能力とは具体的にどのような能力なのか、そして、

これまで情報活用能力をどのように育てようとしてき

たのかを整理した上で、研究の目的を明らかにしていき

たい。	

	 	

2.1.	情報活用能力の定義	

	 文部科学省は、「情報活用能力」を表 1 のように 3
観点 8要素に分類している。 

 
表 1	 情報活用能力 

出典：文部科学省 HP7より筆者が作成 
 

  「情報活用能力」の育成については、1984 年から
1987年の臨時教育審議会で、小学校から高等学校の現
状を踏まえ、体系的な情報教育を行うための指針が議論

されていた中8で提起された。その中での問題意識は、

情報教育で育成すべき「情報活用能力」の範囲を、これ

からの高度情報通信社会に生きるすべての子どもたち

が備えるべき資質という観点から明確にする必要があ

るという点にあり、情報活用能力という言葉は以下の 4

つの意味をもっていた。	

ⅰ．情報の判断、選択、整理、処理能力及び新たな情報

の創造、伝達能力	

ⅱ．情報化社会の特質、情報化の社会や人間に対する影

響の理解	

ⅲ．情報の重要性の認識、情報に対する責任感	

ⅳ．情報科学の基礎及び情報手段（特にコンピュータ）

の特徴の理解、基本的な操作能力の習得	

	 黒上（2012）は、「これら 4 つの項目の提起は「情
報活用」という言葉を用いることで、学習の対象を、情

報手段（情報機器）から、「情報をあつかうこと」およ

び「社会や人間と情報手段の関係」に広げ、また、それ

までの情報教育の射程（視点）をスキルから、知識、態

度、価値観に広げる意図をもっていたと考えられる」と

指摘している。その上で、1996年に文部省（現文部科
学省）は、ⅰとⅳを統合し，情報活用能力を「情報活用

の実践力」「情報の科学的な理解」「情報社会に参画す

る態度」の 3つの観点で整理したのである9。 

	 情報の活用を、黒上（2012）が指摘する「情報手段
による操作」「コミュニケーション」「思考」の 3 つ
の視点から見れば、情報活用能力は、学習者同士あるい

はそれより広範囲なコミュニケーションを通じて「思

考」という認知的操作と情報機器の操作を統合して行う

能力であることを意味している。	

	 このような認識は、国際的にも共有されている。

OECD（経済協力開発機構）は、「知識基盤社会」の時
代を担う子どもたちに必要な能力を「主要能力（キーコ

ンピテンシー）」と定義し10、「社会・文化的、技術的

ツールを相互作用的に活用する能力」「多様な社会グル

ープにおける人間関係形成能力」「自律的に行動する能

力」の 3つのカテゴリーで構成している。その中の「社
会・文化的、技術的ツールを相互作用的に活用する能力」

の中に、文部科学省が定義する「A.情報活用の実践力」
に通じる「知識や情報を活用する能力」や「テクノロジ

ーを活用する能力」が含まれている。 
	

2.2.	情報教育と社会科教育の関係性	

小学校学習指導要領解説社会編には「社会の変化に自

ら対応する能力や態度の育成を図る観点から、学び方や

調べ方を大切にし、児童の主体的な学習を一層重視する

ことが必要である。すなわち、児童一人一人が自らの問

題意識をもち、学習問題に対して解決の見通しを立て、

それに従って必要な情報を収集し、それらを活用・整理

して問題を解決していく学習活動を構成することが大

切である」という記述がある。つまり、小学校社会科に

おいては、表 1 が示す「A.情報活用の実践力」を含ん
だ能力や態度を育成することを狙っていると考えられ

る。また、社会の変化に主体的に対応できる資質や能力
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の育成という点において、現代社会を学習の対象として

いる社会科が果たす役割は非常に大きい。「ムーアの法

則」11に象徴されるように情報通信技術は指数関数的な

進歩をみせ、それに伴い、以前では考えられなかったほ

どの多量で多様なデータ、いわゆるビッグデータが研究

やビジネスにおいて活用されるようになった。それによ

り新たな価値が創造され、私たちの生活の在り方を大き

く変えている。	

	 一方で、小学校学習指導要領によれば、社会科は、「社

会生活についての理解を図り、我が国の国土と歴史に対

する理解と愛情を育て、国際社会に生きる平和で民主的

な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を

養う」ことを目標にしている。小学校学習指導要領解説

社会編によれば、公民的資質について「よりよい社会の

形成に参画する資質や能力の基礎をも含むもの」である

と記述されている。では、現在の社会における「公民的

資質の基礎」とは具体的にどのようなものだろうか。	

松本（2007）は、高度情報化社会のメディアの特徴
として「1.パーソナルツール化」「2.ネットワーク化」
「3.双方向・多方向化」「4.仮想コミュニティ化」の 4
点を挙げている。そして、情報化社会のメディアを市民

が公共的な問題解決のために使用し、社会の在り方を変

える「市民的ツール」としての可能性をもつと指摘し、

それを①社会認識のツール（検索、報道）②経済的ツー

ル（仕事の道具）③社会参加のツール（コミュニティ作

り）④問題解決のツール（公共的問題の解決）⑤政治的

ツール（政治的フィードバック）の 5 つの特徴に分類
している。つまり、高度情報化社会においては、メディ

アが「パーソナルツール化」することにより、個人単位

での情報収集だけでなく、情報発信までもが容易にな

る。さらに、メディア同士がネットワークで繋がり合う

ことにより、情報が多方向に結びつき、コミュニティが

形成されることになる。従来であれば、TVや新聞、雑
誌といったメディアから情報を得て，それに基づいて行

動していく側面があったが、高度情報化社会において

は、そのような部分は小さくなり、メディアを通じて個

人同士がつながり合い、その中から生まれたコミュニテ

ィが発信した情報をもとに行動していく部分が相対的

に大きくなると考えられる。したがって、メディアをツ

ールとして使いこなし、自身の知識や態度、価値観を発

展させていくことが高度情報化社会に生きる市民にと

って必要な資質の一つであると捉えることができる。 

	

2.3.	情報活用の実践力を育む先行研究	

	 これまで、情報活用の実践力を育むためにどのような

研究が行われてきたのだろうか。酒井・南部(2006)は、
小学生に身につけさせたい情報活用の実践力の目標を、

問題発見・計画力、収集力、判断力、処理力、表現力、

創造力、発信・伝達力の 7要素で構成し、児童同士が
協働して具体的評価基準を作成する学習活動を取り入

れた学習プログラムを開発している。しかしながら、問

題発見・計画力や発信・伝達力の育成に有効であるとい

う知見が得られたものの、情報活用の実践力の核とでも

いうべき収集力、判断力、処理力、表現力、創造力につ

いては、有効な知見は得られていない。これに対し、中

岡・豊田（2014）は、グループで１台のタブレット端
末を活用して協働的に CMづくりを行った総合的な学
習の時間の実践を情報活用能力の視点から検証してい

る。その結果、「児童は、主体的に情報の収集・表現・

処理を行い、受け手を意識し発信を行うことができた」

「他者との試行錯誤が、児童の思考をより発展的なもの

にしたと考えられる」と結論づけている。小田・永野

（2012）は、「能力を定着させ、態度を身につけてい
くためには、本人自らの「気づき・認識・納得・繰り返

し」が重要でありまた不可欠である」と述べている。こ

の点に関して、Bruer（1993）は、新統合理論の立場か
ら「子どもが自分の思考や学習をモニタし、コントロー

ルできるように計らいつつ、領域固有の教科内容の学習

と一般的な思考技能の学習とを結びつけることが重要

になる」と指摘している。その上で、黒上（2012）は、
情報活用を思考という意味で捉え、情報教育を「概念や

アイデアを創造し、編集し、伝達する認知的操作につい

ての学習である」と定義している。そして、「入手した

情報や既知の情報に対して、それを処理したり、判断し

たり再編集して新しい情報を創造したりする手順」とし

て「思考スキル」の指導を提唱している。したがって、

「収集力、判断力、処理力、表現力、創造力」を育むた

めには、教科の内容と照らし合わせ、その内容にたどり

着く「思考スキル」を教師があらかじめ想定し、授業で

指導する必要があると考えられる。 
	 以上の先行研究は、総合的な学習の時間や国語科での

実践を対象として明らかにされたものである。情報活用

の実践力と社会科は、親和性が高いにもかかわらず、管

見の限り、社会科において情報活用の実践力の向上を意

図した研究は見当たらない。 

 
2.4.	研究の仮説と目的	

	 以上の先行研究から、児童が思考過程を意識しながら

協働的に資料を整理、解釈を行う学習を行えば、情報活

用の実践力がより高まるのではないかという仮説が成

り立つ。そこで、本研究の目的を、小学校社会科におけ

る情報活用の実践力を評価するための尺度を開発し、情

報活用の実践力を育てるうえで、児童が思考過程を意識

しながら協働的に資料を整理、解釈する学習活動の効果

を明らかにすることとする。 
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3．研究の方法	

	

3.1.	研究の方法	

  本研究では、第 5 学年の 5 つのクラスを表２のよう
に 3 つの群にわけ、「水産業のさかんな地域」の学習
の中で、児童が思考過程を意識しながら協働的に資料の

整理、解釈を行う学習活動が情報活用の実践力を育むう

えでどのような効果が見られるか調査する。 
	  

表 2	 実験群の分類	

 

具体的には、新たに情報活用の実践力を測る尺度を開

発し、それに基づいて作成した質問紙を用いて、授業を

実施する前と後で調査を行い、その結果と、児童が学習

において作成した成果物や議論の内容や授業後の記述

アンケートの内容に基づき、3つの群をそれぞれ比較
し、分析検討する。尚、Ⅰ群では、学習課題にたどり着

くまでの思考の過程やそれぞれの段階での思考方法を

意識できるように指導を行い、グループやペアで学習課 

	

題に取り組んだ。Ⅱ群では、学習課題にたどり着くま

での思考の過程やそれぞれの段階での思考方法を意識

できるように指導を行い、個人で学習課題に取り組ん

だ。Ⅲ群では、学習課題のみ確認し、ペアやグループ

で学習課題に取り組んだ。	

	

3.2.	情報活用の実践力を測る尺度の開発	

3.2.1.	項目内容の定義	

	 情報活用の実践力尺度の項目を収集する前に、情報活

用の実践力に含まれる内容について明らかにしておく

必要がある。1996年に情報化の進展に対応した初等中
等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協

力者会議で、情報活用能力が「情報活用の実践力」「情

報の科学的な理解」「情報社会に参画する態度」の 3
つの観点で整理された。その後、「教育の情報化に関す

る手引」作成検討会（第 5 回）において，「情報活用
の実践力」を「A-1課題や目的に応じた情報手段の適切
な活用」「A-2必要な情報の主体的な収集・判断・表現・
処理・創造」「A-3受け手の状況などを踏まえた発信・
伝達」であると分類した12。 

	 さらに、文部科学省（2009）は、「情報活用の実践
力」の評価規準として、13 の観点を提示している。し
たがって、この 13 の観点をもとに、2.1.で明らかにし
た情報活用能力の定義を踏まえ、項目の内容を具体的に 

	

構成要素 評価規準 質問番号 質問内容
ア-1 ＊自分から進んで調べものをすることはない
ア-2 ＊調べものをするときは，インターネットを使って徹底的に情報を集める
ア-3 ＊調べものをしていると，目的以外のことを調べていることがある
ア-4 どういう情報を集めれば課題が解決できそうかをいつも考えている
ア-5 ＊インターネットを使って手に入れた情報はすぐに信じる方だ
ア-6 手に入れた情報が新しいものかどうかをいつも確認するようにしている
ア-7 反対の意見をもつ資料を見つけたとき，どちらが正しいか慎重に考える方だ　
ア-8 ＊一つの情報で満足し，他の資料はあまり探したり比べたりしない
ア-9 ＊たくさんの資料から必要な情報を見つけ出すのは苦手である
ア-10 資料を読むときは，重要なところに線を引く
ア-11 ＊集めた情報は，整理しないでそのままにしておくことが多い
ア-12 キーワードをたくさん組み合わせてインターネットで調べれば，欲しい情報が手に入りやすくなると思う
ア-13 ＊資料を読むときは，メモをとらずに読む
イ-1 ＊調べ学習をしたとき，わかったことを文章だけでまとめる
イ-2 調べ学習をするとき，ノートにきちんと記録する方だ
イ-3 ＊表やグラフを読んでも何を示しているのかわからない
イ-4 表やグラフ，図から，同じところや違うところを見つけるのは得意である
イ-5 表やグラフ，図が「なぜ，そうなるのか」をいつも考えるようにしている
イ-6 いくつかの情報を比べたり，組み合わせたりしてから自分の考えをまとめる方だ
イ-7 調べたことを整理するために，自分で図や表，グラフ，カードに書き直すことがある
ウ-1 ＊課題をまとめるとき，集めた資料に書いてある言葉をそのまま使う
ウ-2 ものごとを友達とは違うやり方で考えてみる方だ
ウ-3 ＊友達と違った意見を考えるのは苦手である
ウ-4 まとめるとき，調べたことだけではなく，自分が考えたことや思ったことも書くようにしている
ウ-5 ＊新聞などに課題をまとめるとき，文章だけでまとめる
ウ-6 ＊人の意見に流される方だ
ウ-7 写真や表，グラフや図を使ってまとめた方がわかりやすいと思う
エ-1 ＊友達に話をするとき，相手の様子はあまり見ない
エ-2 ＊発表する相手が誰であっても言葉の使い方をあまり意識しない
エ-3 発表資料の重要な部分に線を引いたり文字を大きくしたり，色をつけたりして，相手が注目するように工夫している
エ-4 ＊事前に話の組み立てをあまり考えないで話をする方だ
エ-5 発表するときの自分の立つ位置を考える
エ-6 ＊発表するとき，写真や図や表，グラフなどの資料はあまり使わない
エ-7 パワーポイントや発表名人などのプレゼンテーション用のソフトを使ってまとめるとわかりやすいと思う
エ-8 言葉だけで発表するよりもテレビやスクリーンに映した方がわかりやすいと思う
エ-9 調べたことだけではなく自分の考えも発表するようにしている
エ-10 発表するとき，話す速さや強弱などを工夫する

ア
複数のキーワードを
組み合わせて，大量
の電子情報の中から
必要な情報を見つけ
ることができる

A-2
必要な情
報の主体
的な収集・
判断・表
現・処理・
創造

イ
調べ学習等で集めた
情報を図や表，グラフ
に整理，処理し，考察
できる

ウ
文字，写真，表，グラ
フ等を組み合わせて
新聞やカードを作成
し，調べたことや自分
の意見を表現できる

A-3
受け手の
状況など
を踏まえ
た発信・伝
達

エ
調べたことをW ebペー
ジにまとめたり，相手
にわかりやすくプレゼ
ンテーションしたりで
きる

表 3	 情報活用の実践力を測る尺度 
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検討していく。 

	

3.2.2.	項目の収集と妥当性と信頼性との検討	

情報活用の実践力尺度の項目収集は以下の手順で行

った。まず、文部科学省が示している評価規準（2009）、
高比良ほか(2001)、奥木・古田(2005)及び小田・永野
（2012）が作成した情報活用の実践力尺度を参考にし
て筆者が新たな尺度項目を作成した。ただし、情報活用

の実践力を構成する「A-1 課題や目的に応じた情報手

段の適切な活用」については、本検証単元では指導しき

れるものではないため除外した。そして、教育心理学お

よび教育工学、社会科教育を専門とする大学教員、現場

で社会科教育を実践している教員の合計 7 名から助言
を得ながら、さらに検討を加えた。 
	 次に、集められた項目を質問紙にまとめ（反転項目を

含む）、筆者の勤務校に在籍する小学校 5 年生を対象
として予備調査を行った。そして、この調査から得られ

た各項目の平均値と標準偏差、項目間の相関などを参考

に、項目の整理・削除を行い、最終的には、「ア.複数
のキーワードを組み合わせて、大量の電子情報の中から

必要な情報を見つけることができる」「イ.見学や観察、

実験等で集めたデータを表やグラフに整理、処理し、考

察できる」「ウ.インタビューやアンケート等を作って

収集した情報を整理し、要点をまとめることができる」

「エ.文字、写真、表、グラフ等を組み合わせて新聞や

カードを作成し、調べたことや自分の意見を表現でき

る」「オ.調べたことをWebページにまとめたり、相手
にわかりやすくプレゼンテーションしたりできる」の 5
つの評価規準とそれに基づく計 42項目を情報活用の実
践力を測る尺度の項目として採用した。そして、作成し

た尺度の信頼性を検討するために、クロンバックのαを

求めた。信頼性とは、作成した尺度が偶然的な誤差の影

響を受けにくい、信頼できる測定尺度であるかどうかを

示すものである。その結果、情報活用の実践力全体で

は.88となり、高い内的一貫性をもつことが示された。
しかし、下位尺度ごとにクロンバックのαを求めたとこ

ろ、「ア.複数のキーワードを組み合わせて、大量の電

子情報の中から必要な情報を見つけることができる」

は.74、「イ.見学や観察、実験等で集めたデータを表や

グラフに整理、処理し、考察できる」は.69、「ウ.イン
タビューやアンケート等を作って収集した情報を整理

し、要点をまとめることができる」は.36、「エ.文字、

写真、表、グラフ等を組み合わせて新聞やカードを作成

し、調べたことや自分の意見を表現できる」は.70、「オ.

調べたことをWebページにまとめたり、相手にわかり
やすくプレゼンテーションしたりできる」は.77となっ
た。項目ウについては、検証授業においては想定される

学習活動内容ではなかったため、尺度から削除すること

とした。それに加えて、各項目についても再度整理・削

除等を行い、再計算したところ、情報活用の実践力全体

では.91となり、さらに高い内的一貫性をもつことが示
された。また、2つのことを聞いている質問を切り離す
など修正し、最終的には、表 3のように 37項目からな
る尺度となった。尚、クロンバックのαの算出には、

Microsoft Excelの因子分析アドインを使用した。	
 
3.3.	情報活用の実践力を育む授業設計	

	 情報活用の実践力は、「課題や目的に応じた情報手段

の適切な活用」という ICT を含めたメディアの操作ス
キルと「必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・

創造」や「受け手の状況などを踏まえた発信・伝達」と

いった認知スキルが複合的に組み合わさった能力であ

る13。 

	 藤村（2008）は、情報教育の授業デザインを「鍛え
る授業」と「自ら学ぶ授業」の 2 つに区別し、「自ら
学ぶ授業」では、問題解決型の学習プロセスの中で、学

習者が切実感や必要感をもって、適切に情報を活用する

場面が位置づけられる授業設計が求められるとした。 

また、図書館における情報活用の観点から Herring
（2002）の目的－所在の検索－活用－自己評価の４段
階 か ら な る PLUS モ デ ル や Eisenberg & 
Berkowitz(1999)の課題設定－探索方法－特定と収集
－活用－統合－評価の 6段階からなる Big six Skillsモ
デル等が提唱されてきた。 

	 しかし、稲垣(2014)は、一連のプロセスを教科単元
に埋め込むことは容易ではないとし、教科単元の中に情

報活用に関する指導を取り入れるため、情報活用のプロ

セスを「収集」「編集」「発信」の 3 段階と簡略化し
ている。	

佐藤(2007)は、情報社会を主体的に構成する資質を
育成するため、社会科の学習では、「学習方法への偏り

があった多様な「メディア」を、社会事象や学習課題を

読み解く対象や視点として広く取り入れること」が重要

であると述べている。つまり、多様なメディアを用いて、

社会事象に対する見方や考え方を児童が主体的に構築

していこうとする考え方である。この視点にたって学習

を構成していくことこそが、松本（2007）が指摘する
「市民的ツール」としてメディアが活用され、情報化社

会に生きる市民にとって必要な資質、すなわち、「公民

的資質の基礎」の育成につながっていくと考えられる。	

	 では、児童が主体的に社会事象に対する見方や考え方

を構築していくためには、どのような指導が必要なのだ

ろうか。中村（2007）は、高度情報化社会への参加と
未来社会の創造を図る市民性の育成を図る観点から、社

会科の学習を通して、メディアリテラシーを育成する指

導法を提唱している。具体的には、社会事象を考察する
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視点である Communication（伝達）、Collaboration
（協働）、Creation（創造）、Critical Thinking（批
判的思考）の 4Cからウェビング図を活用し、それぞれ
の情報を関連づけて、構造化する指導法の効果を実践事

例に照らしあわせながら評価している。つまり、ウェビ

ング図という道具を活用して思考の操作を促すことで、

情報活用能力を育てようとしたものと考えられる。しか

し、研究の対象として扱った実践は、小学校社会科 5
年「わたしたちの生活と情報」であり、情報産業を学習

の対象として扱っている。すなわち、その単元から学習

される児童の認識は、メディアから発信される情報の特

質であり、それを学習しただけでは、汎用性のある情報

活用の実践力へと発展することは望めない。他の単元に

おいても実践されてこそ有効な学習であると考える。 
	

3.4.	実践の概要   
	 小学校5年生5クラスの児童175名（Ⅰ群児童69名、
Ⅱ群児童 71名、Ⅲ群児童 35名）を対象に、「水産業の
さかなん地域」14で筆者が授業を行った。教室の環境は、

42インチテレビ 1台と iPad（児童一人 1台）、LTE回
線を使用したモバイル Wi-Fi ルーター（業務用 1 台、
その他 2台）である。 
単元全体を表 4のように構成した。 

 
表 4	 単元計画 

 

第 1時では、水産物が食生活に必要かどうかを判断
するという児童の行動レベルでの課題を設定する。世界

を概観すれば、水産物を食べるという食文化がない地域

もある。また、技術の進歩によりサプリメント等で水産

物特有の栄養を摂取することも可能になった。しかし、

水産物を食べないと病気にかかるリスクが高まったり、

日本の食文化そのものにも影響が出てきたりする。そう

した情報を児童自身が調べられるようにし、その中から

自分自身の食生活の在り方を問い、自ら判断を下すこと

で主体的に学習に取り組めると考えた。さらに、第 2
時では筆者作のアニメーション教材を活用し、未来の在

り方を考えられるようにする。この教材では、途中で選

択肢が提示され、児童の意思に基づいて物語が展開して

いく。そして、単元を貫く、しかも多様な答えのある学

習問題を設定し、第 9時で自分の考えを発信するとい
う目的意識を同時にもたせることで、児童が主体的に学

習に取り組めるようにする。また、第 9時で自分の考
えを発信した後、同じく自作のアニメーション教材を活

用し、未来が変わってきていることを提示していく。自

分たちが情報を発信し、世の中に問いかけていくことが

社会全体を巻き込んで考えていくことにつながるとい

う認識を児童の中に形成しようと考えた。このように単

元の構成を情報の収集から発信まで行う情報活用型に

することで、情報活用の実践力を育むだけでなく、公民

的資質の基礎を育成することにつながるのではないだ

ろうか。 

次に、仮説に対する手立てについて検討する。まず、

児童が思考過程を意識しながら学習できるように、毎時

間、学習問題とは別に判断や解釈といった思考レベルで

の学習課題を設定する。例えば、第 1時では、「水産
物は私たちの食生活に必要かどうか判断しよう」という

学習課題を設定する。判断をするためには、例えば、１

つの思考の流れとして、情報を「収集する→整理する→

比較する」という過程が考えられる。このような思考の

流れを児童とともに作り上げていく。次に、協働的に資

料を整理、解釈できるように思考ツール15を活用する。

例えば、第 8時では、「マグロの養殖を今後も続けて
いくべきかどうか判断しよう」という学習課題を設定す

る。児童それぞれが調べてきた問題点を共有し、どうし

てそれが問題なのかをステップチャートを用いて協働

的に問題点を解釈できるようにする。このように思考ツ

ールの活用を通して、思考の方法を児童が学習できるよ

うにする。 
	

4．研究の結果と考察	

 
	 本単元の事前・事後の時期において、児童 175名（Ⅰ
群児童 69名、Ⅱ群児童 71名、Ⅲ群児童 35名）を対象
に情報活用の実践力を測る尺度をもとに質問紙を作成

し調査を実施した。質問項目は、「4.そう思う」「3.

少しそう思う」「2.あまり思わない」「1.思わない」と
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「0.質問の意味がわからない」の 4 件法で回答させ、4
点満点として集計した。そして、目標として設定した情

報活用の実践力を構成する 4 つの要素（ア：情報の収
集、イ：情報の整理・解釈、ウ：情報の表現、エ：情報

の発信・伝達）ごとに事前・事後平均点を算出した。 

 
4.1.	尺度得点における項目別の指導法（対応なし、

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ群）×テストの時期（対応あり、事前・

事後）での二元配置分散分析	

各項目について、指導法（対応なし、Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

群）×テストの時期（対応あり、事前・事後）で二
元配置分散分析を行った結果を表 5 から表 8 に示
す。 
項 目 ア に つ い て 、 指 導 法 の 主 効 果 は F(2, 

172)=0.98, ηp²=.011, n.s.で有意でなかった。一方、
テストの時期の主効果は F(2, 172)=9.18, ηp²=.051, 
p<.01 で有意であった。指導法×テストの時期の交互
作用を確認したところ、F(2, 172)=0.65, ηp²=.008, 
n.s.で有意でなかった。 

 
表 5	 アにおけるテストの時期（対応あり）×指導法（対

応なし）の二元配置分散分析 

 
表 6	 イにおけるテストの時期（対応あり）×指導法（対

応なし）の二元配置分散分析 

 
表 7	 ウにおけるテストの時期（対応あり）×指導法（対

応なし）の二元配置分散分析  

表 8	 エにおけるテストの時期（対応あり）×指導法（対
応なし）の二元配置分散分析 

 

項目イについて、指導法の主効果は F(2，172)=0.16, 

ηp²=.006, n.s.で有意でなかった。一方、テストの時期
の主効果は F(2, 172)=54.62, ηp²=.241, p<.001で有意
であった。指導法×テストの時期の交互作用を確認した
ところ、F(2, 172)=0.58, ηp²=.007, n.s.で有意でなかっ
た。 

項目ウについて、指導法の主効果は F(2，172)=0.46, 

ηp²=.005, n.s.で有意でなかった。一方、テストの時期
の主効果は F(2, 172)=4.61, ηp²=.026, p<.05で有意で
あった。指導法×テストの時期の交互作用を確認したと
ころ、F(2, 172)=1.81, ηp²=.021, n.s.で有意でなかった。 

項目エについて、指導法の主効果は F(2，172)=0.49，

ηp²=.006, n.s.で有意でなかった。一方、テストの時期
の主効果は F(2, 172)=21.80, ηp²=.112, p<.001で有意
であった。指導法×テストの時期の交互作用を確認した
ところ、F(2, 172)=0.34, ηp²=.000, n.s.で有意でなかっ
た。 
以上の結果から、各群それぞれの指導法についての比

較では、各項目とも有意な差を確認することはできなか

った。一方で、事前と事後のテストの時期で平均点を比

較すると、各項目とも事後の方が事前よりも良く、有意

な差を確認することができた。つまり、どの指導法も情

報活用の実践力を向上させるためには、有効であること

がわかった。 

 
4.2．尺度得点における学力別事前・事後調査比較	

ここで、各群において、事前調査の得点に基づき、学

力を上位層、中位層、下位層の 3 つの層にわけ、各項
目についてそれぞれ、各群各学力層で、事後調査の平均

点を算出した。そして、各項目において各群内の学力層

ごとの差を確認するために、事前と事後の平均点の差を

比べるために、対応ありの t検定を行った。その結果を
表 9から表 12に示す。 
項目アについて、まず上位層では、Ⅰ群は、t(19)=2.09, 

n.s.で有意な差はなかった。Ⅱ群は、t(23)=2.07, p<.01

Source SS ｄｆ MS F ｐ ηp²

指導法 64.608 2 32.304 .976 .379 .011
誤差 5693.369 172 33.101

テストの時期 159.617 1 159.617 9.178 .003 .051
テストの時期×指導法 22.665 2 11.333 .652 .522 .008
誤差（テストの時期） 2991.209 172 17.391

合計 8931.468 175

B etw een	Subjects

W ithin	Subjects

Source SS ｄｆ MS F ｐ ηp²

指導法 4.873 2 2.436 .156 .856 .002
誤差 2683.556 172 15.602

テストの時期 717.870 1 717.87 54.616 .000 .241
テストの時期×指導法 15.132 2 7.566 .576 .563 .007
誤差（テストの時期） 2260.765 172 13.144

合計 5682.196 175

B etw een	Subjects

W ithin	Subjects

Source SS ｄｆ MS F ｐ ηp²

指導法 7.561 2 3.78 .456 .635 .005
誤差 1426.134 172 8.291

テストの時期 35.489 1 35.489 4.608 .033 .026
テストの時期×指導法 27.863 2 13.932 1.809 .167 .021
誤差（テストの時期） 1324.805 172 7.702

合計 2821.852 175

B etw een	Subjects

W ithin	Subjects

Source SS ｄｆ MS F ｐ ηp²

指導法 19.546 2 9.773 .487 .616 .006
誤差 3454.382 172 20.084

テストの時期 313.487 1 313.487 21.800 .000 .112
テストの時期×指導法 											.980 2 													.490 							.034 .966 .000
誤差（テストの時期） 2473.380 172 14.380

合計 6261.775 175

B etw een	Subjects

W ithin	Subjects
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で事前よりも事後の方が有意に下がっていることがわ

かった。Ⅲ 群は、t(10)=2.23, n.s.で有意な差はなかっ
た。 
	

表 9	 項目ア各群学力別の平均点事前事後比較 

	

表 10	 項目イ各群学力別の平均点事前事後比較 

 
表 11	 項目ウ各群学力別の平均点事前事後比較 

 
表 12	 項目エ各群学力別の平均点事前事後比較 

 
次に、中位層では、Ⅰ群は、t(30)=2.04, p<.01で、

事前より事後の得点の方が有意に伸びていることがわ

かった。Ⅱ群は、t(24)=2.06, n.s.、Ⅲ群は、t(13)=2.16, 
n.s.でともに有意な差はなかった。最後に下位層では、
Ⅰ群は、t(17)=2.11, p<.05、Ⅱ群は、t(21)=2.08, p<.01
でともに事前より事後の得点の方が有意に伸びている

ことがわかった。Ⅲ群は、t(9)=2.26, n.s.で有意な差は
なかった。 
項目イについて、まず上位層では、Ⅰ群は、t(20)=2.08, 

n.s.、Ⅱ群は、t(21)=2.08, n.s.、Ⅲ群は、t(11)=2.20, n.s.
でいずれも有意な差はなかった。次に、中位層では、Ⅰ

群は、t(25)=2.06, p<.001、Ⅱ群は、t(24)=2.06, p<.01、
でともに事前よりも事後の得点の方が有意に伸びてい

ることがわかった。Ⅲ群は、t(9)=2.26, n.s.で有意な差
はなかった。最後に、下位層では、Ⅰ群は、t(21)=2.08, 
p<.001、Ⅱ群は、t(23)=2.07, p<.001、Ⅲ群は、t(12)=2.18, 
p<.001 でいずれも事前より事後の得点の方が有意に伸
びていることがわかった。 
項目ウについて、まず上位層では、Ⅰ群は、t(24)=2.06, 

n.s.で有意な差はなかった。Ⅱ群は、t(24)=2.06, p<.001
で事前よりも事後の得点の方が有意に下がっているこ

とがわかった。Ⅲ 群は、t(9)=2.26,n.s.で有意な差はな
かった。次に、中位層では、Ⅰ群は、t(25)=2.06, n.s.、
Ⅱ群は、t(21)=2.08, n.s.でともに有意な差はなかった。
Ⅲ群は、t(14)=2.14, p<.05で事前より事後の得点の方
が有意に伸びていることがわかった。最後に、下位層で

は、Ⅰ群は、t(17)=2.11, p<.05で、Ⅱ群は、t(23)=2.07, 
p<.001、Ⅲ群は、t(9)=2.26, p<.05でともに事前より事
後の得点の方が有意に伸びていることがわかった。	  
	 項目エについて、まず上位層では、Ⅰ群は、t(24)=2.06, 
n.s.で有意な差はなかった。Ⅱ群は、t(22)=2.07, p<.05
で事前よりも事後の得点の方が有意に下がっているこ

とがわかった。Ⅲ 群は、t(10)=2.23, n.s.で有意な差は
なかった。次に、中位層では、Ⅰ群は、t(24)=2.06, p<.05
で事前より事後の得点の方が有意に伸びていることが

わかった。Ⅱ群は、t(29)=2.05, n.s.	、Ⅲ群は、t(14)=2.14, 
n.s.でともに有意な差はなかった。最後に、下位層では、
Ⅰ群は、t(18)=2.10, p<.001、Ⅱ群は t(17)=2.11, p<.001
で事前より事後の得点の方が有意に伸びていることが

わかった。Ⅲ群は、t(8)=2.31, n.s.で有意な差はなかっ
た。  
	 以上の結果から、全体として、各群とも下位層に特に

効果的であることがわかった。一方で、Ⅱ群の上位層は、

項目ア・ウ・エで事前よりも事後の得点の方が有意に低

かった。 
 
4.3.	項目アについての考察	

	 Ⅰ群とⅡ群では、学習課題に対する思考過程をクラ

ス全体で共有した後、キーワードの選び方を学習した。

その後、Ⅰ群のみ必要な情報の収集を協働的に行った。

Ⅲ 群では、学習課題を設定し、必要な情報の収集を協

働的に行った。	

Ⅰ群の中位層と下位層，Ⅱ群の下位層において、尺度

番号ア－12「キーワードをたくさん組み合わせてイン
ターネットで調べれば，ほしい情報が手に入りやすくな

ると思う」の平均点は、事前調査よりも事後調査の方が

高く、有意な差があった(Ⅰ群中位層：t(30)=2.04, p<.01, 

事前 事後 P値 事前 事後 P値 事前 事後 P値
平均値 43.15 44.35 41.75 38.46 42.45 43.91
標準偏差 (2.64) (3.28) (2.25) (4.90) (2.11) (3.48)
平均値 35.97 38.65 35.36 36.64 35.36 36.64
標準偏差 (1.89) (5.65) (1.63) (7.47) (1.63) (7.47)
平均値 27.89 30.11 27.82 33.64 27.82 33.64
標準偏差 (4.00) (7.17) (3.23) (5.64) (3.23) (5.64)

*：p<.05		**：p<.01		***：p<.001		n.s.：非有意

**

n. s.

**

n. s.

n. s.

**

上位層

中位層

下位層

Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群

n. s.

**

*

事前 事後 P値 事前 事後 P値 事前 事後 P値
平均値 43.15 44.35 41.75 38.46 42.45 43.91
標準偏差 (2.64) (3.28) (2.25) (4.90) (2.11) (3.48)
平均値 35.97 38.65 35.36 36.64 35.36 36.64
標準偏差 (1.89) (5.65) (1.63) (7.47) (1.63) (7.47)
平均値 27.89 30.11 27.82 33.64 27.82 33.64
標準偏差 (4.00) (7.17) (3.23) (5.64) (3.23) (5.64)

*：p<.05		**：p<.01		***：p<.001		n.s.：非有意

**

n. s.

**

n. s.

n. s.

**

上位層

中位層

下位層

Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群

n. s.

**

*

事前 事後 P値 事前 事後 P値 事前 事後 P値
平均値 26.14 27.04 25.05 23.86 24.38 26.50

標準偏差 (1.68) (2.89) (1.33) (4.48) (1.70) (5.50)
平均値 21.04 24.15 20.56 23.08 20.30 20.70
標準偏差 (1.40) (4.55) (1.00) (4.39) (0.95) (3.95)
平均値 15.36 18.91 15.54 24.38 15.69 21.85
標準偏差 (2.34) (5.00) (2.08) (5.04) (2.93) (3.72)

*：p<.05		**：p<.01		***：p<.001		n.s.：非有意

中位層 *** ** n. s.

下位層 *** *** ***

Ⅰ群 Ⅱ群

上位層 n. s. n. s. n. s.

Ⅲ群

事前 事後 P値 事前 事後 P値 事前 事後 P値
平均値 22.64 23.40 23.56 19.48 23.00 22.10
標準偏差 (1.44) (1.98) (1.45) (3.37) (1.33) (3.28)
平均値 19.04 19.19 19.14 19.00 18.47 20.40

標準偏差 (0.82) (2.84) (0.77) (3.69) (0.74) (3.20)

平均値 15.33 17.39 15.33 19.38 15.90 18.30
標準偏差 (2.03) (3.99) (2.39) (3.32) (1.29) (1.95)

*：p<.05		**：p<.01		***：p<.001		n.s.：非有意

中位層 n. s. n. s. *

下位層 * *** *

Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群

上位層 n. s. *** n. s.

事前 事後 P値 事前 事後 P値 事前 事後 P値
平均値 36.04 36.36 35.48 32.17 36.00 37.00

標準偏差 (2.03) (3.34) (1.95) (5.62) (2.72) (2.79)
平均値 30.92 32.88 30.37 31.90 29.73 31.87
標準偏差 (1.50) (3.70) (1.40) (4.84) (1.22) (5.33)
平均値 24.11 28.05 23.39 32.56 23.22 26.89
標準偏差 (4.18) (5.32) (2.62) (4.40) (3.15) (3.82)

*：p<.05		**：p<.01		***：p<.001		n.s.：非有意

中位層 * n. s. n. s.

下位層 *** *** n. s.

Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群

上位層 n. s. * n. s.
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Ⅰ群下位層：t(17)=2.11, p<.01,	Ⅱ群下位層：t(21)=2.08, 
p<.01)。下位層に属するⅠ群の児童 A は、単元終了後
のアンケートで、「キーワードを組み合わせて調べた方

が効率よくできるし、便利だから」と記述していた。ま

た、下位層に属するⅡ群の児童 E は、第 2 時の授業後
のアンケートで水産業が抱える問題点について「調べた

いことが調べられた」と記述していた。それに対し、下

位層に属するⅢ群の児童 B は「自分が調べようと思っ
たことをどう調べていいのかわからなかった」と情報を

収集することに対してあまり手応えを感じていないよ

うな記述をしていた。つまり、Ⅰ群Ⅱ群の児童は、Ⅲ群

の児童に比べ、思考過程を意識させたことで、どのよう

な情報を集めれば良いのかという目的をはっきりとも

てていたと考えられる。 
	  
4.4.	項目イについての考察	

	 Ⅰ 群とⅡ群では、学習課題に対する思考過程をクラ

ス全体で共有した。その後、Ⅰ 群のみ思考ツールを活

用して集めた情報の整理や解釈を協働的に行った。Ⅲ

群では、学習課題を設定した後、集めた情報の整理や解

釈を協働的に行った。	

尺度番号イ－6「いくつかの情報を比べたり、組み合
わせたりしてから自分の考えをまとめる方だ」のⅠ群と

Ⅱ群の下位層の平均点は、事前調査よりも事後調査の方

が 高 く 、 有 意 な 差 が あ っ た ( Ⅰ 群 下 位 層 ：
t(21)=2.08,p<.01, Ⅱ群下位層：t(23)=2.07, p<.001)。
実際に、Ⅰ群の児童 G は、第 2 時の授業後のアンケー
トで自分が調べた情報を整理することについて「きちん

と整理することができたので、自分の考えをまとめられ

た」と高く自己評価をしていた。思考ツールを活用した

ことで、集めた情報の整理や情報間のつながりを見つけ

やすくなったため、自分の考えをまとめることが容易に

なったと考えられる。 
 
4.5.	項目ウについての考察	

Ⅰ群とⅡ群では、学習課題に対する思考過程をクラ

ス全体で共有した後、情報の創造の仕方を学習した。そ

の後、Ⅰ群のみ情報の創造を協働的に行った。Ⅲ群で

は、学習課題を設定し、必要な情報の創造を協働的に行

った。	

尺度番号ウ－3「＊友達と違った意見を考えるのは苦
手である」のⅠ群とⅡ群の下位層の平均点は、事前調査

よりも事後調査の方が高く、有意な差があった(Ⅰ群下
位層： t(17)=2.11, p<.01, Ⅱ群下位層： t(23)=2.07, 
p<.001)。つまり，情報を創造するまでの流れを学習し
たことで、自分の考えに自信をもてるようになったと考

えられる。 
 

4.6.	項目エについての考察	

Ⅰ群とⅡ群では、学習課題に対する思考過程をクラ

ス全体で共有した後、プレゼンテーションのコツを学習

した。その後Ⅰ群のみ情報の発信・伝達の練習を協働

的に行った。Ⅲ 群では、学習課題を設定し、情報の発

信・伝達の練習を協働的に行った。	 	

尺度番号エ－7「パワーポイントや発表名人などのプ
レゼンテーションソフトを使ってまとめるとわかりや

すいと思う」のⅠ群Ⅱ群Ⅲ群の下位層の平均点は、事前

調査よりも事後調査の方が高く、有意な差があった（Ⅰ

群下位層：t(18)=2.10, p<.001, Ⅱ群下位層：t(17)=2.11, 
p<.01, Ⅲ群下位層：t(8)=2.31, p<.01）。下位層に属す
るⅡ群の児童 N は「資料を完成させて発表することが
できた。班のみんなもおもしろい発表をしていた」と高

く評価をしていた。 
	

4.7.	上位層についての考察	

	 Ⅱ群の上位層は、各項目ア・ウ・エの平均点は、事前

調査よりも事後調査の方が低く、有意な差があった。例

えば、尺度番号ア－8「＊一つの情報で満足し、他の資
料はあまり探したり比べたりしない」のⅡ群の上位層の

平均点は、事前調査よりも事後調査の方が低く、有意な

差であった(t(23)=2.07, p<.001)。Ⅱ群の上位層に属す
る児童 C は「同じことを調べている人同士で情報を教
え合ったりすればもっと深くマグロのことを知れるん

じゃないかと思う」と記述していた。それに対し、Ⅰ群

の中位層に属する児童 D は、第 5 時の授業後のアンケ
ートで、「同じ班の人に調べたことや調べやすい方法を

教えてもらった」と記述していた。つまり、協働的な学

習を行っていないⅡ群の上位層の児童は、Ⅰ群の児童に

比べ、得られる情報に制限があったため，情報を収集す

ることについて、消極的になったと考えられる。 
 

5．研究のまとめ（成果と課題）	

	

5.1.	成果	

（１）どの指導法でも情報活用の実践力を向上させるこ

とができた。特に、下位層の児童には、思考の手順を

示すなど思考過程を意識できるようにすることと、協

働的に学習することが、特に効果的な指導法であるこ

とが明らかになった。したがって、学力の底上げを図

るという意味では、有効な指導法であると考えられる。 
（２）情報活用の実践力を測る尺度を開発したことで、

評価方法の一つとして活用でき、指導の改善に生かす

ことができるようになった。 
 
5.2.	課題	

（１）学力の上位層においては、下位層に比べて顕著な
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伸びが見られなかった。したがって、学力の上位層の

児童にとっても、情報活用の実践力をより向上させる

指導法をさらに研究していく必要がある。 
（２）情報活用能力は、「A.情報活用の実践力」のみで
定義できるものではなく、「B.情報の科学的な理解」
や「C.情報社会に参画する態度」とのかかわりも視野
に入れて指導法を研究していく必要がある。 

（３）情報活用能力の育成は、社会科だけが担えるもの

ではない。したがって、他教科との関連も踏まえ、情

報活用能力を育てるカリキュラムを構築していく必

要がある。 
 
                                                   
1 全国学力・学習状況調査の結果については、国立教育政策研
究所の HPを参照	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
http://www.nier.go.jp/kaihatsu/zenkokugakuryoku.html 
2 PISA調査の結果については、国立教育政策研究所の HPを
参照	 最終閲覧日 2016年 2月 12日
http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/ 
3 広島県立教育センター研究報告を参照
http://www.hiroshima-c.ed.jp/web/publish/kenkyukiyou/h23
kenkyu/gengo.pdf	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
4	国公私立の小学校第5学年の児童、中学校第2学年の生徒（い

ずれも 100校 3000人程度抽出）を対象に行われた。詳細は、
文部科学省 HPを参照。最終閲覧日 2016年 2月 12日
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1356188.ht
m 
5 浅井ら（2014）を参照 
6 詳細は、文部科学省 HPを参照
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/_
_icsFiles/afieldfile/2015/12/11/1361110.pdf	 最終閲覧日
2016年 2月 12日 
7 文部科学省 HPを参照 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/056/gij
igaiyou/attach/1259396.htm	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
8 文部省（1990）「情報教育に関する手引」を参照 
9 議論の詳細は、文部科学省 HPを参照
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/002/to
ushin/971001.htm	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
10 詳細は、文部科学省 HPを参照
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/004/
siryo/05111603/004.htm	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
11 インテル社のゴードン・ムーアに由来するとされる法則。
半導体の性能は指数関数的に向上する。 
12 議論の詳細は、文部科学省 HPを参照 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/002/to
ushin/971001.htm#03 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
13文部科学省 HPを参照 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/056/gij
igaiyou/attach/1259396.htm	 最終閲覧日 2016年 2月 12日 
14 東京書籍「新しい社会 5年上」の中の単元 
15思考ツールの詳細については、以下の HPを参照 
http://www.ks-lab.net/haruo/thinking_tool/short.pdf	 最終
閲覧日 2016年 2月 12日 
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